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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況 
 

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社は、変化する経営環境へ迅速に対応し、企業価値の最大化を図ることを最重要課題と

考えており、その実現のため経営の透明性や健全性を高め、コーポレート・ガバナンスの強

化に取り組むとともに、その基盤となるコンプライアンスについても積極的に推進する。 

具体的には、｢企業倫理委員会｣、｢危機管理委員会」、｢個人情報保護推進委員会｣等を通じ

て、内部統制やリスク管理に対する事項の検討と決定を行うとともに社長直轄の内部監査室

を設置し、内部監査室が｢内部監査規程｣に基づき行う内部監査を通じて、内部監査体制の整

備にも努めるものとする。 

（運用状況） 

各委員会は、適宜、社内への情報発信や啓発活動に努めており、内部監査室は、計画的な

内部監査を実施し、評価を通じた業務の改善も推進しております。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に対する体制 

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や各取締役が｢職務権

限規程｣に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、｢文書

管理規程｣ならびに｢文書保存期間細則｣に定められた期間、厳重に管理および保存する。 

（運用状況） 

取締役会議事録や社内稟議書をはじめとする記録・文書等については、上記の規程および

細則に基づき、適正な記録と厳重な管理および保存を実施しております。 

  

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、リスク管理全体を統括する組織として関係部署の責任者からなる｢危機管理委員

会｣を設け、リスク管理に関する体制や諸施策を総合的に検討した上で社長に答申し、最終

決定ののち社内対応マニュアルとして各事業所等に備え置き、周知徹底を図る。 

また、有事においては社長を本部長とする｢緊急対策本部｣の設置により、組織的に対応す

るものとし、平時においては各主管部署においてその有するリスクを洗い出し、これに対す

る軽減策に取り組むものとする。 

（運用状況） 

｢危機管理委員会｣は、課題ごとの情報の収集と更新を行うとともに、社内への情報発信や

啓発活動にあたっております。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、毎月１回の定例取締役会に加え必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の意

思決定の迅速化を図るとともに、社長が議長を務める経営会議を設けて、取締役会から委譲

された権限の範囲内で当社業務の執行および施策の実施等について審議し、意思決定を行う。 

（運用状況） 

当社は、｢取締役会規程」、｢経営会議規程｣に基づき、各会議体において十分な審議と迅速

な決議、報告を行い、取締役の職務執行の適正化、効率化を図っております。 
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(5) 従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社は、今後の企業存続のためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠と認識しており､

｢企業倫理規程｣に行動基準を定め、企業倫理の確立に努めることとし、全従業員が高い倫理

観を持って、法令や社内規程等を遵守するよう、社内ルールの徹底を図るとともに、コンプ

ライアンスに関する社内研修を実施する。 

また、従業員が業務を適正かつ適法に遂行できる環境を整備するほか、違法行為や不法行

為の早期発見と未然防止を図るために、内部通報制度(天満屋ストア倫理ホットライン)を導

入し、通報者保護の観点から守秘義務を徹底するとともに、通報者が不当な扱いを受けるこ

とのないよう運用するものとする。 

（運用状況） 

当社は、｢企業倫理規程｣の定めに基づき、各種会議体、研修を通じたコンプライアンスの

啓発に努めるほか、定期的に社内研修を実施しております。また、内部通報制度については、

制度に関する社内普及を目的とする周知活動を行っております。 

  

(6) 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、｢関係会社管理規程｣に基づき、子会社の経営状況の定期的な報告や重要案件につ

いて事前協議を行うなど、企業集団としての経営効率の向上と業務の適正化に努めるものと

する。 

また、定期的に開催する当社の重要な会議に子会社の取締役等を招集し、職務の執行に関

する報告を受けるとともに、グループとしての経営状況に関する情報とコーポレート・ガバ

ナンスの強化やコンプライアンスについての取り組みを共有するほか、子会社は必要に応じ

て当社の関係部署との連携を密にし、リスクの管理や課題解決に努めるものとする。 

（運用状況） 

当社および子会社は、｢関係会社管理規程｣に基づく四半期ごとの定期的な会議のほか、全

社会議等を通じて連携を強化しております。 

     

(7) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関

する体制 

当社は、監査役の職務を補助すべき従業員を他部署との兼務で配置する。 

（運用状況） 

監査役の職務を補助すべき従業員については、総務部のスタッフが兼務しております。 

 

(8) 前号の従業員の当社の取締役からの独立性および当社監査役の前号従業員に対する指示

の実効性の確保に関する事項 

監査役の職務を補助すべき従業員の任命と異動については、事前に常勤監査役に報告を行

い、了承を得るものとする。 

また、前号従業員は監査役の指示を尊重し、適切に対応するものとする。 

（運用状況） 

前号のスタッフについては、社外取締役および社外監査役と社内との連絡や調整者として

有効に機能しております。 
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(9) 当社および子会社の取締役や従業員が当社の監査役に報告するための体制その他当社の

監査役への報告に関する体制 

監査役は、当社の取締役会のほか社内の主要な会議体にも出席し、重要事項の報告を受け

る体制をとり、社内稟議書やその他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当

社および子会社の取締役や従業員等にその説明を求めるものとする。 

また、監査役に対して内部監査室は監査の状況に関する重要事項を、企業倫理委員会は内

部通報制度の状況を、さらに、当社および子会社の取締役や従業員等は、当社および子会社

からなる企業集団に著しい影響を及ぼす事実や重要事項を適宜、適切な方法により報告する。 

なお、内部通報制度によるもののほか、内部統制システムに係る監査の実効性を維持する

ことで、上記報告者が当該報告をしたことを理由として不当な扱いを受けないことを確保す

る。 

（運用状況） 

監査役は、｢監査役監査規程｣に基づき、監査役への報告体制を監視するとともに適宜報告

を受けております。また、上記の内部通報制度については、会社窓口を経由するルートと労

働組合を経由するルートの複数を設定し、当該制度によりなされた内部通報は、監査役にも

報告されるものとしております。なお、通報者については、秘密を厳守することにより、通

報によって不当な扱いを受けることがないものとしております。 

  

(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用の前払等の請求をしたときは、当該

監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を

処理する。 

（運用状況） 

当社は、監査役が外部の専門家の助言を得るなど、職務の執行上必要な場合に生じる費用

は、速やかに処理しております。 

    

(11) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、社長と相互の意思疎通や情報交換を図るために定期的に会合を持つほか、当社

会計監査人からは、会計監査の内容について説明を受けるとともに情報交換を行うなど、連

携強化を図るものとする。 

（運用状況） 

監査役は、｢監査役監査規程｣に基づき、社長との定期的な会合や会計監査人との連携を強

化しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
   

2020年３月１日から 
2021年２月28日まで                       

 (単位：千円)  

 
株      主      資      本 

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高  3,697,500 5,347,500 12,007,099 △ 26,876 21,025,223 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当    △ 57,747  △ 57,747 

親会社株主に帰属する当期純利益   798,206  798,206 

自己株式の取得    △ 17,131 △ 17,131 

自己株式の処分    4,631 4,631 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額)  
     

当 期 変 動 額 合 計  ― ― 740,459 △ 12,500 727,958 

当 期 末 残 高  3,697,500 5,347,500 12,747,558 △ 39,376 21,753,182 

 

 

 その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括 

利益累計額合計 

当 期 首 残 高  41,464 △ 152,556 △111,092 44,243 20,958,373 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当     △ 2,400 △ 60,147 

親会社株主に帰属する当期純利益     798,206 

自己株式の取得     △ 17,131 

自己株式の処分     4,631 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額)  
422 △9,150 △ 8,727 5,578 △ 3,148 

当 期 変 動 額 合 計  422 △9,150 △ 8,727 3,178 722,410 

当 期 末 残 高  41,886 △ 161,707 △119,820 47,422 21,680,784 

(注)  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

（ ） 
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連 結 注 記 表 
 
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数           ４社 

(2) 連結子会社の名称          株式会社ポムアン､株式会社でりか菜､株式会社でりかエッセン､

有限会社ハピーバラエティ 

なお、当社の連結子会社であった有限会社ハピーメディコは、2020年３月１日付で有限会社ハピーバラエティ

に商号変更しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 

持分法を適用した関連会社はありません。 

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称  株式会社リブ総社 

持分法を適用しない理由 

関連会社株式会社リブ総社に対する投資については、当期純損益および利益剰余金等に対する影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

a 有  価  証  券 

その他有価証券    

時価のあるもの        期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入 

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）  

時価のないもの        総平均法による原価法 

b た な 卸 資 産  

通常の販売目的で保有するたな卸資産  評価基準は原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によっております。 

商     品        売価還元法による原価法 

ただし、生鮮食品は最終仕入原価法 

貯  蔵  品        最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

a 有形固定資産(リース資産を除く。) 

当社および子会社の一部店舗の有形固定資産および1998年４月１日以後に取得した建物(建物附属設

備を除く。)ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物 

         定額法 

上記以外            定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    10～50年 

工具、器具及び備品  ５～10年 

b 無形固定資産(リース資産を除く。)および長期前払費用 

定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

c リ ー ス 資 産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証のある場合

は残価保証額)とする定額法 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

a 貸 倒 引 当 金  期末債 権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

b 賞 与 引 当 金  従業員の賞与支給にあてるため、支給見込額に基づき計上しております。 

c 役員株式給付引当金  取締役株式交付規程に基づく取締役(社外取締役を除く。)に対する当社株式の

交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

d 利息返還損失引当金  営業貸付金の利息返還請求に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ最近

の返還状況を考慮し、損失発生見込額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

a 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

b   数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理しております。 

(5) 割賦販売および営業貸付金の会計処理基準 

割賦債権および営業貸付金に係る利息収入は、残債方式による発生基準によって、営業収入に計上してお

ります。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

a  ヘッジ会計の方法  金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。 

b ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段           金利スワップ取引 

 ヘッジ対象           借入金の利息 

c ヘ ッ ジ 方 針    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。 

(7) 消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

(8) のれんの償却に関する事項 

のれんは、20年間で均等償却しております。 

 
連結貸借対照表に関する注記   
１．担保資産 

担保に供している資産 

建    物                     1,949,053千円 

土    地                     1,245,760千円 

計                        3,194,814千円 

上記担保資産に対応する債務の額 

短期借入金、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。）、支払手形 

および設備支払手形の一部               1,250,000千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額              46,275,074千円 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数 

普通株式                         11,550,000株 
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２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

(注) 2020年５月27日定時株主総会決議による｢配当金の総額｣には、取締役に対する株式交付信託が所有する

当社株式22,723株に対する配当金56千円が含まれており、2020年10月７日取締役会決議による｢配当金の

総額｣には、取締役に対する株式交付信託が所有する当社株式18,737株に対する配当金46千円が含まれて

おります。 

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当(予定) 

(注) ｢配当金の総額｣には、取締役に対する株式交付信託が所有する当社株式33,237株に対する配当金83千円

が含まれております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

決   議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

2020年５月 27日 

定 時 株 主 総 会  
普通株式 28,873千円 ２円50銭 2020年２月29日 2020年５月28日 

2020年 10月７日 

取 締 役 会 
普通株式 28,873千円 ２円50銭 2020年８月31日 2020年11月10日 

決   議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり 

配 当 額 
基 準 日 効力発生日 

2021年５月 27日

定 時 株 主 総 会 
普通株式 利益剰余金 28,873千円 ２円50銭 2021年２月28日 2021年５月28日 
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金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入

によっております。営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しま

しては、取引先ごとの期日管理や残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に把握する体制としておりま

す。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ますが、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、リスク軽減に努めております。差入保

証金および敷金は、主に出店時に預託したものであり預託先の信用リスクに晒されておりますが、預託先の

信用状況を把握し残高管理を行っております。営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その

すべてが１年内の支払期日であります。短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金およ

びリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。借入金のうち、変動金利の借入金は金利の変動リ

スクに晒されておりますが、このうち一部については、支払利息の固定化を図るためにデリバティブ取引(金

利スワップ取引)をヘッジ手段として利用しております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動に対する

リスク回避を目的としており、投機的目的での取引は利用しない方針であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

     （単位：千円）  

 連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1) 現金及び預金 1,041,253  1,041,253   －  

(2) 売掛金 1,570,630  1,570,630   －  

(3) 投資有価証券 

   その他有価証券 

 

310,556  

 

310,556  

 

－  

(4) 差入保証金 1,383,887 1,370,631 △ 13,256  

  資産計 4,306,329  4,293,072  △ 13,256  

(5) 支払手形及び買掛金  2,452,638  2,452,638   －  

(6) 電子記録債務  716,168 716,168 － 

(7) 短期借入金 2,800,000 2,800,000  －  

(8) １年内返済予定の長期借入金 3,853,857  3,853,857   －  

(9) リース債務(流動負債) 264,221  264,221   －  

(10)長期借入金 5,274,125  5,252,069  △ 22,055  

(11)リース債務(固定負債) 925,319  854,778  △ 70,541  

  負債計 16,286,330  16,193,733  △ 92,596  

(12)デリバティブ取引 －  －  －  
 

(注) １．金融商品の時価の算定方法 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

時価については、取引所の価格によっております。 

(4) 差入保証金 

時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた

現在価値により算定しております。 

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、(7) 短期借入金、(8) １年内返済予定の長期借入金、 

(9) リース債務(流動負債) 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

(10)長期借入金、(11)リース債務(固定負債) 

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入またはリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの

特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同

様の新規借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法に

よっております。 
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(12)デリバティブ取引  

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体となって処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

２．非上場株式等(連結貸借対照表計上額757,807千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、｢２．金融商品の時価等に関する事項(3)投資有価証券｣には含め

ておりません。差入保証金の一部および敷金(連結貸借対照表計上額差入保証金541,217千円、敷金

4,246,879千円)については、返還時期の見積りができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、｢２．金融商品の時価等に関する事項｣には含めておりません。 

 

賃貸等不動産に関する注記 
当社は、岡山県その他の地域において、賃貸用の店舗等(土地を含む。)を有しております。当連結会計年度に

おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は82,474千円(賃貸収益は営業収入に、主な賃貸費用は販売費及び一般

管理費に計上)であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および時価は、次のとおりでありま

す。 

(単位:千円) 

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価 

当連結会計年度期首残高  当連結会計年度増減額  当連結会計年度末残高 

2,361,895 △ 26,041 2,335,853 1,708,036 
  

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費(27,341千円)であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場を反映していると考えられる指標に基づい

て算定した金額であります。 

 

１株当たり情報に関する注記   
１． １株当たり純資産額                           1,878円51銭 

２． １株当たり当期純利益                              69円23銭 

(注) 株主資本において自己株式として計上されている取締役に対する株式交付信託に残存する当社株式は、

１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、

１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式数に含めております。 

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、20,743株であり、１株当

たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、33,237株であります。 

 

重要な後発事象に関する注記   
該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書    

 
2020年３月１日から 
2021年２月28日まで 

                                                (単位：千円) 

 

株    主    資    本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利  益  剰  余  金 

資本準備金 
資本剰余金 

合 計 

利 益 

準 備 金  

その他利益剰余金 

固定資産

圧縮積立金 

別 途 

積 立 金  

繰越利益

剰 余 金  

当 期 首 残 高 3,697,500 5,347,500 5,347,500 114,511 253,255 8,000,000 2,293,996 

当 期 変 動 額        

剰余金の配当       △ 57,747 

当期純利益        703,713 

自己株式の取得        

自己株式の処分        

別途積立金の積立      1,000,000 △1,000,000 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 1,000,000 △354,033 

当 期 末 残 高 3,697,500 5,347,500 5,347,500 114,511 253,255 9,000,000 1,939,962 

 
 

 

株  主  資  本 評価・換算差額等 

純資産合計 利益剰余金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 

合 計 

その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 利益剰余金 

合 計 

当 期 首 残 高 10,661,762 △ 26,876 19,679,886 35,350 35,350 19,715,237 

当 期 変 動 額       

剰余金の配当 △57,747  △57,747   △57,747 

当期純利益  703,713  703,713   703,713 

自己株式の取得  △ 17,131 △ 17,131   △ 17,131 

自己株式の処分  4,631 4,631   4,631 

別途積立金の積立 ―  ―   ― 

株主資本以外の項目の 

当期変動額(純額) 
   △ 1,378 △ 1,378 △ 1,378 

当期変動額合計 645,966 △ 12,500 633,466 △ 1,378 △ 1,378 632,087 

当 期 末 残 高 11,307,729 △ 39,376 20,313,352 33,972 33,972 20,347,324 

(注)  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

（ ） 
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個 別 注 記 表 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式および関連会社株式     総平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの           期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの           総平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産   評価基準は原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によっております。 

(1) 商     品           売価還元法による原価法 

ただし、生鮮食品は最終仕入原価法 

(2) 貯  蔵  品           最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く。) 

一部店舗の有形固定資産および1998年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く｡)ならびに2016

年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物 

定額法 

上記以外              定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物                  15～39年 

構築物                10～50年 

工具、器具及び備品    ５～10年 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く。)および長期前払費用 

定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。また、のれ

んは、20年間で均等償却しております。 

(3) リ ー ス 資 産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証のある場合

は残価保証額)とする定額法 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金  期末債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金  従業員の賞与支給にあてるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

ａ 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

ｂ 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理し

ております。 

(4) 役員株式給付引当金  取締役株式交付規程に基づく取締役(社外取締役を除く。)に対する当社株式の交付

に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

(5) 利息返還損失引当金  営業貸付金の利息返還請求に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ最近の返

還状況を考慮し、損失発生見込額を計上しております。 
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５．割賦販売および営業貸付金の会計処理基準 

割賦債権および営業貸付金に係る利息収入は、残債方式による発生基準によって、営業収入に計上しており

ます。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法  金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段              金利スワップ取引 

    ヘッジ対象              借入金の利息 

(3) ヘ ッ ジ 方 針    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ 

対象の識別は個別契約ごとに行っております。 

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理

の方法と異なっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

 

貸借対照表に関する注記    
 
１．担保資産 

担保に供している資産 

建    物                     1,949,053千円 

土    地                     1,245,760千円 

計                         3,194,814千円 

上記担保資産に対応する債務の額 

短期借入金、長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む。）、支払手形 

および設備支払手形の一部               1,250,000千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額               44,483,933千円 

３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

区分表示されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する金銭債権および金銭債務は、次のとおりで

あります。 

短期金銭債権                        54,677千円 

短期金銭債務                       299,381千円 

長期金銭債務                        18,747千円 

 

損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高                           1,461千円 

営業収入                        163,660千円 

仕入高                        3,080,109千円 

販売費及び一般管理費                    240,794千円 

営業取引以外の取引による取引高                96,273千円 

 
株主資本等変動計算書に関する注記 
当事業年度末における自己株式の種類および株式数              

普通株式                          33,802株 

(注) 当事業年度末の自己株式数には、取締役に対する株式交付信託が所有する当社株式33,237株が含まれて

おります。 
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税効果会計に関する注記 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金                       22,278千円 

未払事業税                          42,123千円 

貸倒引当金                                 4,264千円 

退職給付引当金                              312,819千円 

役員株式給付引当金                     9,368千円 

減損損失                        659,122千円 

利息返還損失引当金                    14,986千円 

資産除去債務                       84,196千円 

土地                           82,029千円 

その他                          65,918千円 

繰延税金資産小計                  1,297,108千円 

評価性引当額                    △ 551,370千円 

繰延税金資産合計                    745,737千円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金                 △ 110,931千円 

その他有価証券評価差額金              △ 14,880千円 

資産除去債務に対応する除去費用           △ 33,343千円 

のれん                       △ 34,624千円 

繰延税金負債合計                  △ 193,780千円 

繰延税金資産純額                   551,957千円 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 
ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、店舗用設備等(工具、器具及び備品)であります。 

２．リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証のある場合は残価保証額)とする定額法によっておりま

す。 

 
関連当事者との取引に関する注記 
１．親会社および法人主要株主等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 資本金又 
は出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

法人主要

株主 
 

㈱天満屋 岡山県 

岡山市 
北 区 

100,000   百貨店 被所有 

直接 
12.77% 

商品券等発行回収

業務受託、敷金預
り、役員の兼任 

商品券等発行受託 

商品券等回収受託 
みのり会券等回収受託 

受 入 手 数 料 

支 払 手 数 料 等 
－ 

588,497 

1,078,670 
792,993 
29,424 

93,583 
－ 

－ 

立 替 金 
－ 
－ 

－ 
長期預り敷金 

－ 

117,643 
－ 
－ 

－ 
692,772 

 
(注) 上記金額のうち、立替金の期末残高は消費税等を含み、その他は消費税等を含んでおりません。 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

商品券等発行回収業務受託の取引および敷金預りは、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っ

ております。 
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２．子会社および関連会社等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 資本金又 
は出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 

 

㈱でりか 

エッセン 

岡山県 

岡山市 
北 区 

10,000   惣菜等調

理食品の
製造販売
業 

所有 

直接 
97.00% 

営業委託、資金の

借入、役員の兼任 

支 払 利 息 

資 金 の 借 入 
 

資 金 の 返 済 

3,872  

1,880,000 
 

1,840,000 

－ 

関 係 会 社 
短 期 借 入 金 

－ 

－ 

340,000 
 

－   

子会社 
 

㈱でりか菜 岡山県 
倉敷市 
 

10,000   惣菜等調
理食品の
製造販売

業 

所有 
直接 
97.00% 

資金の借入、役員
の兼任 

支 払 利 息 
資 金 の 借 入 

 

資 金 の 返 済 

2,782  
2,990,000 

 

2,940,000 

－ 
関 係 会 社 
短 期 借 入 金 

－ 

－ 
550,000 

 

－   

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

借入金利は市場金利を勘案して決定しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 
１．１株当たり純資産額                    1,766円84銭 

２．１株当たり当期純利益                    61円04銭 

(注) 株主資本において自己株式として計上されている取締役に対する株式交付信託に残存する当社株式は、

１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、

１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式数に含めております。 

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、20,743株であり、１株当

たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、33,237株であります。 


